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第５章 ライフライン被害の想定手法 

 

５．１ 上水道被害 

配水管の被害は、兵庫県南部地震の被害データと近年の被害地震のデータを用いて提案

された手法を用い想定した。また、断水率（断水世帯数）の想定は、前回調査で作成した

断水率推定式を用いて想定した。応急復旧日数の想定は、送・配水管の被害箇所数、被害

率及び過去の被害地震での復旧事例を参考にして作成した復旧関数を用いて復旧過程を想

定した。なお、液状化の影響については、東京都の手法（2012）による「液状化危険度ラ

ンクによる補正係数」を用いる。 

 

(1) 被害想定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) データの取り扱い 

管路の現況データ（管路延長）を、管種・管径別にメッシュに配分する。また、施設

については、所在メッシュを特定する。 

 
(3) 想定結果の表現 

・メッシュ別の被害箇所数 
・メッシュ別の断水人口 
・市区町村別の断水人口（該当メッシュの数を総計） 
・市区町村別の復旧日数 

 

 

管種・管径別の 
配水管総延長 

計測震度 

液状化（PL 値） 

地形 

標準被害率

配水管被害件数 

断水率 

復旧日数断水人口

人口
復旧速度

管種・管径係数
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(4) 想定手法 

○配水管の被害想定 

��

������
��

� ���・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 
��� � ���� � ���� � ���� � ���� � ��  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2) 
�� � ��((������ � �)��)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3) 
※丸山・山崎の方法(2009)による被害予測式 

Ｄ1：総被害件数(件)、Ｌij：管路延長(km)、 

Ｒij：被害率(件/km)、Ｒs：標準被害率評価式、 

Ｃpij：管種補正係数、Ｃdij：管径補正係数、Ｃgij：地盤補正係数、Ｃlij：液状化補

正係数 

Ｖmax：地表最大速度(cm/s)、 

Ｃ、λ、ζ:式(3)の係数、Φ( ):標準正規分布関数 

※添え字 ij は、管種、管径を表す。 

 

 
図 5.1 配水管の被害率関数（丸山・山崎） 

 

表 5.1 式(3)の各種係数 

 管種 ζ λ Ｃ 

A 鋳鉄管及び硬質塩化ビニール管 0.860 5.00 2.06 

B ダクタイル鋳鉄管 0.864 6.04 4.99 
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表 5.2 管種補正係数 

管種 管種補正係数 Cp 

A 

石綿セメント管 

鋳鉄管 

硬質塩化ビニール管 

鋼管（ネジ継手） 

鉛管、コンクリート管

1.2 

1.0 

1.0 

1.0 

1.0 

B 

ダクタイル鋳鉄管 

鋼管 

その他 

ステンレス管 

ポリエチレン管※ 

耐震管 

1.0 

1.0 

1.0 

1/3 

1/3 

0.0 

※ポリエチレン管のうち、融着継手ポリエチレン管は 

耐震管と同等としている。 

 

表 5.3 管径補正係数 

管径 管径補正係数 Cd 

Φ75 

Φ100-150 

Φ200-250 

Φ300-450 

Φ500-600 

Φ700-1000 

Φ1100- 

1.6 

1.0 

0.9 

0.7 

0.5 

0.4 

0.2 

※中央防災会議の手法（2013）による係数 

 

表 5.4 地盤補正係数 

地盤・地形 地盤補正係数 Cg 

改変山地 

段丘 

谷・旧水部 

沖積平野 

良質地盤 

1.1 

1.5 

3.2 

1.0 

0.4 

 

表 5.5 液状化補正係数 

危険度 液状化補正係数 Cl 

PL＝0 

0＜PL≦5 

5＜PL≦15 

15＜PL 

1.0 

1.8 

3.2 

8.8 

※東京都の手法による係数を利用 
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○断水率・断水人口の想定 

断水率 � � ��(� � �� ���� � ������)				(川上式)
��(� � �� ����� � �������)				(新推定式)    

ここで、ｘは配水管の被害率（箇所／km）。 

※川上の推定式を修正した断水率推定式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2 断水率の予測関数 

 

○応急復旧日数の想定 

上水道の復旧過程の予測関数は以下のとおり。 

 � � �(� � ��) � � 
Ｙ：断水率（断水人口／給水人口）、 

a：配水管の被害箇所数によって決まる復旧速度（断水率／日）、 

Ｘ：地震発生からの経過日数（地震発生日において、Ｘ=０）、 

ds：図に示すステップ関数によって決まる復旧作業開始までに必要な日数（復旧作

業開始日） 

ｂ：地震直後の断水率 

 

表 5.6 配水管の被害箇所数と復旧速度 

配水管被害箇所数 復旧速度ａ

1000 箇所以上 -0.023 

100 箇所以上 -0.0354 

100 箇所未満 -0.125 
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復旧作業開始までに必要な日数（復旧作業開始日）は、図 5.3 に示すステップ関数（グ

ラフが階段状になる実関数）で求める。 

 

 
図 5.3 復旧作業開始日の予測関数 

※予測関数は、阪神・淡路大震災の事例より設定（前回調査（2009）の手法）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

参考文献： 

・中央防災会議：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告），平成 25 年 12 月 

・東京都防災会議：首都直下地震等による東京の被害想定報告書、平成 24 年 4 月 

・丸山喜久、山崎文雄：近年の地震データを考慮したマクロな配水管被害予測式、第 30 回

地震工学研究発表会論文集、平成 21 年  
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５．２ 下水道被害 

管きょ（塩ビ管、陶管、その他）の被害想定は、国土交通省の「大規模地震による下水

道被害想定委員会」の平均被害率関数を用いた。機能支障の想定は、管きょ被害率に処理

人口数を乗じることにより算出した。応急復旧日数の想定は、管きょの被害延長、復旧速

度、復旧人員から応急復旧日数を算出した。 

 

(1) 被害想定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) データの取り扱い 

管きょの現況データ（管きょ延長）を、管種・管径別にメッシュに配分する。施設に

ついては、所在メッシュを特定する。 

 

(3) 想定結果の表現 

・メッシュ別の被害延長 
・メッシュ別の機能支障人口 
・市区町村別の機能支障人口（該当メッシュの数を総計） 

 
 (4) 想定手法 

  ○管路被害 

  

Ｄ1：被害管路延長(km)、Ｌij：管路延長(km)、Ｒij：管種・管径別被害率(％)、 

※添え字 ij は、管種、管径を表す。 

 

管種別の 
管きょ総延長 

計測震度 

液状化（PL 値） 

管種別被害率 

管きょ被害延長 

機能支障率

復旧日数 機能支障人口 

人口
復旧速度 
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表 5.7 管種・管径別被害率 

管種 
液状化 

危険度 

震度階級 5- 5+ 6- 6+ 7 

計測震度基準値 4.75 5.25 5.75 6.25 6.75 

塩ビ管 

陶管 
A～D ALL 1.0% 2.3% 5.1% 11.3% 24.9% 

その他 

の管 

A 15＜PL 0.6% 1.3% 3.0% 6.5% 14.4% 

B 5＜PL≦15 0.4% 1.0% 2.2% 4.8% 10.6% 

C 0＜PL≦5 0.4% 0.9% 2.0% 4.4% 9.7% 

D PL＝0 0.4% 0.9% 1.9% 4.2% 9.2% 

 

○機能支障想定 

機能支障人口＝管きょ被害率×処理人口 

 

○応急復旧日数の想定 

管きょの被害延長、復旧速度、復旧人員から応急復旧日数を想定する。応急復旧

速度は、東京都の直下地震における被害想定（1997）を参考に 0.2（km/班・日）と

し、復旧にかかる作業班数は、神奈川県全域で 100（班・日）とする。なお、復旧

は、県外からの応援も含めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

参考文献： 

・国土交通省：大規模地震による下水道被害想定検討委員会(第１回)資料、2005 年 12 月 

・東京都：東京における直下地震の被害想定に関する調査報告書、1997 年 8 月 
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５．３ 都市ガス被害 

東京ガス（株）の供給地域については、東京ガス（株）の手法によった。東京ガス（株）

以外の事業者の供給地域では、ＳＩ値分布から供給停止軒数を想定し、これに加えて、阪

神・淡路大震災における事例から作成した被害関数を用いてガス導管の被害軒数を想定し

た。 

 

(1) 被害想定フロー（東京ガス（株）以外の事業者） 

 

・供給停止件数                 ・管路被害、復旧日数 

 

 

 

 

 

 

 

(2) データの取り扱い 

供給ブロックに対応するメッシュを特定する。管路の現況データ（管路延長）を、管

種・管径別にメッシュに配分する。 

 
(3) 想定結果の表現 

・市区町村別の供給停止件数（該当メッシュの数を総計） 
 

(4) 想定手法 

○供給停止件数 

供給ブロックに対応するメッシュに、ＳＩ値 60 カイン（50 カイン：１秒間に 50

センチ変位すること）以上のメッシュが１箇所でもある場合は、ブロック全体を供

給停止とする。 

※ＳＩ値とは、「地震によって一般的な建物がどれだけ大きく揺れるか」を数値化した

もの。ガス事業者は、ＳＩ値を安全対策の指標として用いている。 

 

 ○管路被害 

中圧及び低圧導管、供給管及び灯外管については下記の被害関数を用いて、250

ｍメッシュ単位で被害率、被害件数を求める。 

 

 

 

 

需要件数（ブロック別） 地震動

ＳＩ値

供給停止件数 

管路の現況 

管路被害率 

管路被害箇所数 
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・中圧管・低圧導管 

��� � �� � �� � �� � ����  
��� � ��� � ���         

��� � �
0.0																																											��� � 25�����											
3.5 × 10����� � 25��.��			�25 � �� � �0�����	
1.�																																											��� � �0�����											

  

 

・供給管 
��� � �� � �� � ����  
��� � ��� � ���  

���� � �
0.0																																													��� � 25�����													
2.0 × 10����� � 25��.��					�25 � �� � 110�����
0.0346																																					��� � 110�����											

      

 

Ｄgp：中圧管・低圧本支管の被害件数（箇所）、Ｌgp：中圧管・低圧本支管の延長（km）、 

Ｒgp：中圧管・低圧本支管の被害率（箇所/km）、 

Ｒgps：中圧管・低圧本支管の標準被害率（箇所/km）、 

Ｄsp：供給管の被害件数（箇所）、Ｌsp：供給管の本数（本）、 

Ｒsp：供給管の被害率（％、本/本）、Ｒsps：供給管の標準被害率（％、本/本）、 

Ｃg：地盤補正係数，Ｃp：管種補正係数、Ｃl：液状化補正係数、ＳＩ:地表面ＳＩ値(cm/s) 

 

表 5.8 地盤補正係数Ｃg 

地盤種別 中低圧Ｃg 供給Ｃg 

山地・段丘平坦地・丘陵地 1.0 1.0 

山地部造成地 1.9 1.4 

旧河道・後背湿地・谷底平地・扇状地・崖 1.2 1.2 

自然堤防(発達部)・自然堤防(未発達部)・浜堤 1.6 1.2 

平地部造成地 1.7 1.1 

液状化地盤 1.0 1.0 

 

表 5.9 液状化補正係数Ｃl 

液状化地盤種別 中低圧Ｃl 供給Ｃl 

０≦ＰＬ≦５ 1.0 1.0 

５<ＰＬ≦20 2.0 1.6 

20<ＰＬ 2.4 1.6 

 

表 5.10 管種補正係数Ｃp 

管種 Ｃp 

中圧管鋼管〔裏波溶接〕 0.03 

低圧管鋼管〔溶接〕 0.05 

低圧管鋼管〔ネジ付き〕 1.00 

低圧管鋼管〔メカニカル継ぎ手〕 0.05 

低圧管鋳鉄管〔印ろう〕 1.00 

低圧管ダクタイル鋳鉄管 0.40 

低圧管ポリエチレン管 0.00 

供給管ポリエチレン管 0.00 

供給管非ポリエチレン管 1.00 
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図 5.4 地表ＳＩ値（cm/s）と管路被害率の関係 
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５．４ ＬＰガス被害 

関沢他の方法に従って供給地域の計測震度からガスボンベの漏洩率（50kg ボンベ）を求

め、これにガスボンベ重量別のボンベ数を乗ずることによって漏洩件数を求めた。 

 

(1) 被害想定フロー 

 

 

 

 

 

 
(2) データの取り扱い 

現況データ（ボンベ本数）をメッシュに配分する。 
 
(3) 想定結果の表現 

・市区町村別の供給支障数 
・復旧日数 
 

(4) 想定手法 

○ＬＰガスボンベ漏洩件数 

被害件数（漏洩件数）＝現況本数（重量別）×漏洩率  
 

表 5.11 ＬＰガスボンベの漏洩率関数（50kg） 

 

計測震度 

～5.5 未満 5.5～6.0 6.0～6.5 6.5 以上～ 

漏洩率 0.000 0.010 0.013 0.021 

※出典：「地方自治体の災害対策本部における応急対応支援システムの開発」

（関沢他） 
※出典では漏洩率は重量別となっているが、神奈川県内で使用されている

ＬＰガスボンベは、重量 50kg のものがほとんどであるため、対象とする

ＬＰガスボンベは全て重量 50kg として想定する。 

 
○応急復旧日数の想定 

阪神・淡路大震災において 162,700 世帯の復旧を発災から 12 日後までに完了して

いることから、復旧速度を１万件／日と仮定して応急復旧日数を算出する。 

※阪神・淡路大震災では、県ＬＰガス協会が中心となり、県内の小売・元売業者が対

応に当たっている。 

                                         

参考文献： 

・関沢・座間・細川･畑山・新井場・久保田・鄭・遠藤：3.2.9 地方自治体の災害対策本部に

おける応急対応支援システムの開発、大都市大震災軽減化特別プロジェクトＨ14 年度成果

報告書Ⅳ 耐震研究の地震防災への反映、平成 15 年 5 月 

ボンベ本数 加速度 

漏洩率 

供給支障件数 
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５．５ 電力被害 

被害想定にあたっては、中央防災会議の手法（2013）及び前回調査の手法を用いている。

電線の被害による停電軒数について、延焼エリアと非延焼エリアに分けて計算を行った。

揺れによる電柱被害と全壊建物の巻き込まれによる電柱被害から停電軒数を想定し、延焼

エリアでは、火災による焼失建物棟数からも停電軒数を想定して両者を合算した。さらに、

震度や津波の有無から、供給側設備の被災に起因した停電件数を算出した。 

 

(1) 被害想定フロー  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) データの取り扱い 

現況データ（電柱本数）を、メッシュに配分する。施設については、所在メッシュを

特定する。 

 

電灯件数 

延焼火災による

焼失率 

延焼エリアの 
停電件数 

電柱本数

計測震度

電柱折損本数

揺れによる 
停電件数 

電柱１本当たり

の電灯件数 

配電線被害による

停電件数 

津波浸水

木造建物全壊率

震度

津波の有無

供給側設備の被災に起因した

停電件数 

電灯件数 

被害量の大きい方を実効値とする

電灯件数

津波による 
停電件数 

津波浸水
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(3) 想定結果の表現 

・メッシュ別の停電軒数 
・市区町村別の停電軒数（該当メッシュの数を総計） 
・市区町村別の復旧日数 

 
(4) 想定手法 

○延焼による被害（前回調査（2009）の手法） 

停電軒数＝電灯軒数×焼失棟数率 

焼失棟数率＝焼失建物棟数／（木造建物棟数＋非木造建物棟数） 

 

○揺れによる被害（電柱） 

停電軒数＝電柱１本あたりの停電軒数 

×（建物被害による電柱折損本数＋揺れ・液状化による電柱折損本数） 

電柱１本あたりの停電軒数＝電灯軒数÷電柱基数×10.975 

※阪神・淡路大震災の被害実態より設定 

 

・建物被害による電柱折損（前回調査（2009）の手法） 

建物被害による電柱折損本数＝電柱本数×建物被害による電柱折損率 

建物被害による電柱折損率＝0.17155×木造建物全壊率 

※阪神・淡路大震災の被害実態より設定 

 

・揺れ・液状化による電柱折損（中央防災会議（2013）の手法） 

揺れ・液状化による電柱折損本数 

＝電柱本数×揺れ・液状化による折損率×0.4 
 

表 5.12 電柱の折損率 

震度 震度 7 震度 6 震度 5 

折損率 0.8% 0.056% 0.00005%

※東日本大震災の被害実態より設定 

 

○揺れによる被害（地中施設）（中央防災会議（2013）） 

停電軒数＝地中設備による電灯軒数×地中設備用の路上設置機器の損壊率 

地中設備用の路上設置機器の損壊率＝揺れによる建物全壊率×0.005 

※阪神・淡路大震災の被害実態より設定 

 

○津波による被害（中央防災会議（2013）） 

停電軒数＝津波浸水地区の電灯軒数×津波による建物全壊率 

 

 ○津波浸水、震度区分別の停電率（供給側設備の被災に起因した停電） 
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表 5.13 津波浸水、震度区分別の停電率（供給側設備の被災に起因した停電） 

震度・津波区分 
停電率 

適用事例 
直後 １日後 ２日後 ３日後 ４日後 ５日後 

津波あり・６強以上 88.8% 80.4% 68.5% 46.2% 0.0% 0.0% 宮城県（震度６強以上）

津波あり・６弱 88.8% 77.7% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 岩手県（震度６弱） 

津波あり・５強 88.8% 41.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 青森県（震度５強） 

津波なし・６強以上 88.8% 13.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 阪神・淡路大震災 

津波なし・６弱 88.8% 13.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 阪神・淡路大震災 

津波なし・５強 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 阪神・淡路大震災 

 

配電線被害による停電軒数と供給側設備の被災に起因した停電軒数の大きい方を

最終的な停電軒数とする。 

※復旧の想定にあたっては、津波浸水により建物が全壊した需要家数に相当する停電

軒数を別途算出し、復旧対象から除くものとする。 

 

○応急復旧日数の想定（中央防災会議（2013）） 

東京電力（株）によると、地震発生後 24 時間までは電力系統の遠隔操作で復旧が

進み、24 時間目以後に配電の復旧作業が始まるものとしている。 

また、全ての地震で最終的に１週間後に復旧することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

参考文献： 

・中央防災会議：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告），平成 25 年 12 月 
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５．６ 通信被害 

被害想定にあたっては、中央防災会議（2013）の手法及び前回調査（2009）の手法を用

いている。延焼エリアと非延焼エリアに分け、電柱の場合と基本的に同様とした。延焼エ

リアでは、火災による焼失建物棟数から不通回線数を算出した。非延焼エリアでは、電線

については、震動による電柱の被害と全壊建物への巻き込まれによる電柱の被害から不通

回線数を想定した。ただし、復旧については、電柱の場合のような復旧実績や復旧作業の

データが得られなかったため、想定は行っていない。また、津波浸水の影響を評価してい

る。さらに、携帯電話の被害・支障の想定を行っている。 

 

(1) 被害想定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) データの取り扱い 

現況データ（電柱本数）を、メッシュに配分する。 

 

(3) 想定結果の表現 

・メッシュ別の不通回線数 
・市区町村別の不通回線数（該当メッシュの数を総計） 
・携帯電話はつながりにくさのランク（停電率・不通回線率による３段階） 
・市区町村別の復旧日数 

 

(4) 想定手法 

○延焼による被害 

不通回線数＝需要家回線数×焼失棟数率 

焼失棟数率＝焼失建物棟数／（木造建物棟数＋非木造建物棟数） 

回線数 

延焼火災による

焼失率 

延焼エリアの 
不通回線数 

電柱本数

計測震度

電柱折損本数

揺れによる 
不通回線数 

電柱１本当たり

の回線数 

不通回線数 

津波浸水

木造建物全壊率

回線数 

津波による 
不通回線数 

津波浸水
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○揺れ、液状化（延焼を除く）による被害 

不通回線数＝ 被害電柱１本あたりの不通回線数 

×（建物被害による電柱折損本数＋揺れ・液状化による電柱折損本数） 

被害電柱１本あたりの不通回線数 

＝市町村別の不通回線数／市町村別の電柱本数） 

・建物被害による電柱折損  

建物被害による電柱折損本数＝電柱本数×建物被害による電柱折損率 

建物被害による電柱折損率＝ 0.17155×木造建物全壊率 

※阪神・淡路大震災の被害実態より設定 

・揺れ・液状化による電柱折損 

揺れ・液状化による電柱折損本数 

＝電柱本数×揺れ・液状化による折損率×0.4 
 

表 5.14 電柱の折損率  

震度 震度７ 震度６ 震度５ 

折損率 0.8％ 0.056％ 0.00005％

※東日本大震災の被害実態より設定 

 

○停電による被害 

不通回線数＝市町村別の停電率×津波・揺れ・火災の被害がなかった回線数 

※復旧の想定にあたっては、津波浸水により建物全壊した需要家数に相当する不

通回線数を別途算出し、復旧対象から除くものとする。 

※回線が物理的につながっているかを評価するため、輻輳の影響は考慮しない。 

 

○津波による被害 

不通回線数＝津波浸水地区の回線数×津波による建物全壊率 

 

○携帯電話の被害 

ランクＡ：非常につながりにくい 停電率・不通回線率の少なくとも一方が 50％超

ランクＢ：つながりにくい 停電率・不通回線率の少なくとも一方が 40％超

ランクＣ：ややつながりにくい 停電率・不通回線率の少なくとも一方が 30％超

 

○復旧日数の算出手法 

揺れによる屋外施設被害：発災直後の１日は復旧しない。 

                電柱の被害本数が 100 本未満の場合は７日間、1,000

本未満の場合は 12 日間、津波浸水による被害が大きい

場合は 50 日間で復旧 

                →東日本大震災における復旧状況から設定 

停電による不通回線：電力の復旧に合わせて復旧する。 

                                         

参考文献： 

・中央防災会議：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告），平成 25 年 12 月 
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